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（別添） 

持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議の設置について 

 

 

１．設置の必要性 

少子化による現役世代の減少が進む一方、高齢化が進行し 2025 年には団塊

の世代が全て後期高齢者となる。こうした中、医療・介護費の増大が懸念され

ており、社会保障制度の持続可能性そのものが課題となっている。 

このため、生活の質（QOL）の向上を図りながら社会保障に係る負担の適正

化の取組を進めるとともに、働きながら子育てしやすい環境づくりなどの働き

方改革や若者の就労支援など「支える側」を強くするための取組を強化してい

くことを明確に打ち出していくことが重要である。 

今後予定されている消費税率の引き上げを踏まえ、全世代型に向けた制度設

計の議論も本格化していることから、全国知事会長のもとに関係常任委員長等

からなる会議を立ち上げ、社会保障制度等に造詣の深い有識者を招き幅広い検

討を行い、「健康立国宣言」で提言している優良事例や先進事例の横展開も含

め、国民的議論を喚起しながら包括的に提言をとりまとめる。 

 

２．会議の構成  

（１）会長及び関係委員長等をもって構成する。 

・知事会長 

・常任委員長（地方税財政、社会保障） 

  ・ＰＴリーダー（男女共同参画、次世代育成支援対策、高齢者認知症対策・ 

介護人材確保） 

（２）上記構成員以外の知事の出席を広く募る。また、事務局席にて全都道府

県の職員等も傍聴。 

    

３．想定テーマ  

 〇地域包括ケアシステムの推進を通じ、生活の質（QOL）の向上を図りながら

社会保障に係る負担の適正化を図る取組 

 〇「支える側」を強くする社会保障制度の構築に向けた施策、国と地方の役

割分担、財源のあり方 

 〇人口減少に対応した社会保障サービス提供のかたちと人材確保 など 
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４．会議の進め方  

  ①テーマに応じ、順次、以下の専門分野から有識者を招へいし、プレゼン

テーション及び意見交換を実施する。  

＜テーマ案＞ 

   ・社会保障総論 

・地方税財政 

・地域の医療・介護 

・仕事と家庭の両立（雇用対策含む） 

・子どもの貧困対策 

・少子化対策 

  ②会議における検討を踏まえ、適宜、提言をとりまとめる。 

 

５．政策立案に向けた工程表 

 

 ・７月の全国知事会議において設置を報告 

 ・以降、順次会議を開催し、10 月までに中間とりまとめを行い、「国と地方の

協議の場」において提言を実施 

 ・その後も検討を継続し、来年春に最終とりまとめを行い、国への提言を実

施 

 


